
（
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた

株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子

提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第 2 6 回 定 時 株 主 総 会 の 招 集 に 際 し て の

電子提供措置事項

連結注記表

個別注記表

（2024年３月１日から2025年２月28日まで）

株式会社ありがとうサービス



連 結 注 記 表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 MOTTAINAI WORLD CO., LTD.

MOTTAINAI WORLD (THAILAND)CO., LTD.

② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 株式会社小原ハム工房

株式会社醍醐

・連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は各社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用しない非連結子会社の名称 株式会社小原ハム工房

株式会社醍醐

② 持分法適用の範囲から除いた理由

　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であるため、持分法の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社である、MOTTAINAI WORLD CO., LTD.及びMOTTAINAI WORLD 

(THAILAND)CO., LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあ

たっては、同日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調整を行っております。
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(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

ロ.その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ハ.棚卸資産

・商品

リユース事業商品

単品管理商品

個別法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

上記以外

ブックオフ・MOTTAINAI WORLD ECO TOWN：

　総平均法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

上記以外：売価還元法による低価法

フードサービス事業商品

最終仕入原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

・貯蔵品

最終仕入原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ.有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

　当社は定率法を、在外連結子会社は定額法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によって

おります。

　なお、事業用定期借地権上の建物については、耐用年数を借地契約期間と

し残存価額を零とした定額法によっております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　２年～41年

ロ.無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産

　定額法によっております。

ハ.長期前払費用

　定額法によっております。

　なお、借地権（賃借した土地の整地に要した費用等）については、借地契

約期間にわたって均等償却しております。

ニ.リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま

す。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

③ 重要な引当金の計上基準

イ.貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ.役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社にて役員退職慰労金規程に基

づく当連結会計年度末における要支給額を計上しております。
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ハ.関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業損失に備えるため、当社にて当連結会計年度末における事

業損失見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

収益認識

　当社グループは、次の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しており

ます。

ステップ１：契約の識別

ステップ２：履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：履行義務の取引価格の配分

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

イ．リユース事業

　主に店舗で一般顧客へのリユース品の商品等の販売を行っております。こ

れらは、顧客へ引き渡した時点で履行義務が充足されると判断しており、当

該商品の引き渡し時点において収益を認識しておりますが、一部の直送取引

に係る収益に関して、顧客への財又はサービスの提供における当社グループ

の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先

に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

　また、当社グループが付与したポイントのうち、期末時点で履行義務を充

足していない残高を契約負債として計上しております。

ロ．フードサービス事業

　主に店舗で一般顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品

の提供は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足され

ることから、当該時点で収益を認識しております。

ハ．地方創生事業

・物販業務関連

　主に店舗で一般顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品

の提供は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足され

ることから、当該時点で収益を認識しておりますが、一部商品の消化仕入れ

販売に係る収益に関して、顧客への財又はサービスの提供における当社グル

ープの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕

入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
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・宿泊業務関連

　宿泊等の施設利用売上は、顧客に宿泊利用サービスや、飲食サービス等を

提供した時点で履行義務が充足されると判断して収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ.退職給付に係る負債の計上基準

　当社及び一部の在外連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。

ロ.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受

取手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しま

した。

なお、前連結会計年度の「受取手数料」は14,396千円であります。
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有形固定資産 1,701,464千円

無形固定資産 24,344千円

投資不動産等 331,373千円

減損損失 93,206千円

４. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1)当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループでは、減損の兆候がある資産又は資産グループについて減損損

失の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきであると判定した場合は、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。

減損損失の認識の判定の際に見積もる割引前将来キャッシュ・フローは、取

締役会で承認された事業計画等を基礎として算定しております。

また、資産又は資産グループにおける回収可能価額は正味売却価額と使用価

値のいずれか高い方の金額により測定しております。なお、正味売却価額は原

則として、他への転用や売却が困難であることからゼロとしておりますが、一

部の不動産につきましては、不動産鑑定評価額等をもとに正味売却価額を算定

しております。

②主要な仮定

将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、各資産グループの事

業計画における売上高、売上総利益率であります。なお、売上高及び売上総利

益率については各資産グループにおける過去の実績に基づき見積りを行ってお

ります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である売上高及び売上総利益率は、見積りの不確実性が高く、変

動することが予想されます。売上高及び売上総利益率の変動により、翌連結会

計年度において減損損失が発生する可能性があります。
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(1) 資産に係る減価償却累計額

①有形固定資産の減価償却累計額 2,858,582千円

②投資不動産の減価償却累計額 251,627千円

MOTTAINAI WORLD(THAILAND) CO., LTD. 8,935千円

計 8,935千円

普通株式 953,600株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効力発生日

2024年５月30日
定時株主総会

普 通 株 式 115,391 125 2024年２月29日 2024年５月31日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2025年５月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 124,622 135 2025年２月28日 2025年５月30日

５. 連結貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務

　当社は、以下の関係会社の金融機関からの出資金に対し保証を行っておりま

す。これら保証契約に係る出資金の円換算額は次のとおりであります。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計

年度になるもの
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)投資有価証券

その他有価証券 80,762 80,762 －

(2)差入保証金 495,634 469,642 △25,992

資産計 576,397 550,405 △25,992

(1)
長期借入金
(１年内返済予定額を含む)

1,481,877 1,477,710 △4,166

負債計 1,481,877 1,477,710 △4,166

７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産を中心に運用

し、また、資金調達については主に銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク及び管理体制

　投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

り、当該リスクに関しては四半期ごとに時価の把握を行っております。

　差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約による敷金または保証金であり、契約

先の信用リスクに晒されており、当該リスクについては、店舗開発管理規程に

沿ってリスクの低減を図っております。

　長期借入金は、金利の変動リスク及び資金調達に係る流動性リスク（期日に

償還及び支払いが実行できなくなるリスク）に晒されており、当該リスクに関

しては、担当部署が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動

性の維持などにより管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

（単位：千円）

※1. 「現金及び預金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

あることから、記載を省略しております。

※2. 市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該

金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 94,811

関係会社株式 1,893

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 80,762 － － 80,762

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 469,642 － 469,642

長期借入金 － 1,477,710 － 1,477,710

（単位：千円）

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先

順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

263,194 262,977

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価については、契約期間と同一の期間の国債利回りで割り引いた現

在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入れ

を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法により算出しており、レベ

ル２の時価に分類しております。変動金利によるものは、市場金利を反映しており、

また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。

８. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、今治市その他の地域において、賃貸用のサッカースタジアム及び賃貸

用店舗（土地を含む。）を所有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円）

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した金額であります。

2. 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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（単位：千円）

部門名
報告セグメント

合計リユース
事業

フードサービス

事業

地方創生
事業

ブックオフ 1,352,428 - - 1,352,428

ハードオフ 2,159,776 - - 2,159,776

オフハウス 2,040,266 - - 2,040,266

ホビーオフ 849,658 - - 849,658

海外供給センター 91,663 - - 91,663

その他のリユース

事業
1,347,850 - - 1,347,850

モスバーガー - 1,611,735 - 1,611,735

その他の飲食事業 - 826,695 - 826,695

地方創生事業 - - 328,233 328,233

顧客との契約から

生じる収益
7,841,643 2,438,430 328,233 10,608,307

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 7,841,643 2,438,430 328,233 10,608,307

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2024年３月１日　　至　2025年2月28日）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「１.連結

計算書類の作成のための基本となる重要な事項等に関する注記 (4)会計方針に

関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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契約負債 当連結会計年度

期首残高 2,714千円

期末残高 －千円

(1) １株当たり純資産額 3,544円　25銭

(2) １株当たり当期純利益 545円　82銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとお

りであります。

契約負債は、当社グループが付与したポイントのうち、期末時点で履行

義務を充足していない残高であります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含

まれていたものは、2,714千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引

がないため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. その他の注記

　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品

リユース事業商品

単品管理商品

個別法による原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

上記以外

ブックオフ：総平均法による原価法（収益性低下による簿価切下げの

方法）

ブックオフ以外：売価還元法による低価法

フードサービス事業商品

最終仕入原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品

最終仕入原価法（収益性低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。

　なお、事業用定期借地権上の建物については、耐用年数を借地契約期間とし

残存価額を零とした定額法によっております。

主な耐用年数　　建物２～41年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

イ.商標権
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定額法（償却年数は10年）によっております。

ロ.自社利用ソフトウエア（リース資産を除く）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ.その他の無形固定資産

定額法によっております。

③ 長期前払費用

　定額法によっております。

　なお、借地権（賃借した土地の整地に要した費用等）については、借地契約

期間にわたって均等償却しております。

④ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする）によっておりま

す。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、従業員退職金規程に基づき、当事業年度末

における退職給付債務見込額（簡便法による期末自己都合要支給額）を計上し

ております。

③ 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。

④ 関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業損失に備えるため、当事業年度末における事業損失見込額を

計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準

収益認識

　当社は、次の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：契約の識別

ステップ２：履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：履行義務の取引価格の配分

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

イ．リユース事業

　主に店舗で一般顧客へのリユース品の商品等の販売を行っております。こ

れらは、顧客へ引き渡した時点で履行義務が充足されると判断しており、当

該商品の引き渡し時点において収益を認識しておりますが、一部の直送取引

に係る収益に関して、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が

代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う

額を控除した純額で収益を認識しております。

　また、当社が付与したポイントのうち、期末時点で履行義務を充足してい

ない残高を契約負債として計上しております。

ロ．フードサービス事業

　主に店舗で一般顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品

の提供は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足され

ることから、当該時点で収益を認識しております。

ハ．地方創生事業

・物販業務関連

　主に店舗で一般顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品

の提供は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足され

ることから、当該時点で収益を認識しておりますが、一部商品の消化仕入れ

販売に係る収益に関して、顧客への財又はサービスの提供における当社の役

割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支

払う額を控除した純額で収益を認識しております。

・宿泊業務関連

　宿泊等の施設利用売上は、顧客に宿泊利用サービスや、飲食サービス等を

提供した時点で履行義務が充足されると判断して収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　該当事項はありません。
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２. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手

数料」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

なお、前事業年度の「受取手数料」は14,396千円であります。
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有形固定資産 1,560,367千円

無形固定資産 23,949千円

長期前払費用 67,689千円

投資不動産 263,194千円

減損損失 93,206千円

① 有形固定資産の減価償却累計額 2,770,986千円

② 投資不動産の減価償却累計額 251,627千円

金銭債権 79,534千円

金銭債務 31千円

MOTTAINAI WORLD(THAILAND) CO., LTD. 8,935千円

計 8,935千円

① 売上高 339,846千円

② 商品仕入高 913千円

③ 販売費及び一般管理費 4,590千円

④ 営業取引以外の取引 743千円

４. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1)当事業年度に係る計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記(2)識別した項目に係る重要な

会計上の見積りの内容に関する情報」に記載のとおりであります。

５. 貸借対照表に関する注記

(1) 資産に係る減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(3) 偶発債務

　当社は、以下の関係会社の金融機関からの出資金に対し保証を行っておりま

す。これら保証契約に係る出資金の円換算額は次のとおりであります。

６. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高
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用　途 種　類 場　所 金　額

リユース事業店舗
５店舗

建物、構築物、工具、器
具及び備品、リース資産

熊 本 市 他 52,753千円

フードサービス事業店舗
６店舗

建物、工具、器具及び備
品、長期前払費用

宇和島市他 18,825千円

地方創生事業
８施設

建物、構築物、機械及び
装置、工具、器具及び備
品、長期前払費用

今 治 市 他 11,578千円

その他
建物、土地、無形固定資
産

今 治 市 他 10,048千円

計 93,206千円

(2) 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

①減損損失を認識した資産

②減損損失の認識に至った経緯

リユース事業及びフードサービス事業につきましては、店舗閉鎖の決定もしく

は営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっており、今後も改善が困難

と見込まれるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また地方創生事業につ

きましては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっており、今後も

改善が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を「減損損失」として特別損失に計上しております。
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建物 48,560千円

構築物 1,602千円

機械及び装置 2,557千円

工具、器具及び備品 7,544千円

リース資産 20,958千円

土地 2,636千円

長期前払費用 2,369千円

無形固定資産 6,976千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 30,468 － － 30,468

③減損損失の金額

④資産のグルーピングの方法

原則として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分をもとに資産の

グルーピングを行っており、遊休資産については個別にグルーピングを行ってお

ります。

⑤回収可能価額の算定方法

資産又は資産グループにおける回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいず

れか高い方の金額により測定しております。なお、正味売却価額は原則として、

他への転用や売却が困難であることからゼロとしておりますが、土地につきまし

ては、不動産鑑定評価額等をもとに正味売却価額を算定しております。

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項
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繰延税金資産

未払事業税 10,919

未払金（事業所税） 2,526

商品評価減 2,177

店舗閉鎖費用 1,729

貸倒引当金 3,920

減損損失 180,092

減価償却超過額 89,502

退職給付引当金 7,820

役員退職慰労引当金 32,410

関係会社事業損失引当金 822

関係会社株式評価損 10,994

資産除去債務 140,925

その他 6,473

小計 490,315

評価性引当額 △304,543

繰延税金資産計 185,771

繰延税金負債

再リース料前払費用 1,120

除去費用 22,590

その他有価証券評価差額金 13,363

繰延税金負債計 37,074

繰延税金資産（純額） 148,697

８. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

(2) 決算日後における法人税等の税率の変更

　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月

31日に公布され、2026年４月１日以後開始する事業年度より防衛特別法人税が

課されることとなりました。

　これに伴い、2027年３月１日以降に開始する事業年度において解消が見込ま

れる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実

効税率は30.45％から31.35％に変更されます。

　なお、税率変更による影響は軽微であります。
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(1) １株当たり純資産額 2,922円　71銭

(2) １株当たり当期純利益 406円　58銭

９. リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、店舗設備及び店舗什器等の一部に

ついては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

10. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

記載すべき重要な事項はありません。

11. 収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は連結注記表

「９．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略

しております。

12. １株当たり情報に関する注記

13. その他の注記

　該当事項はありません。

－ 21 －


